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※「全管協れいわ損害保険の現状」は別冊となっております。こちらはその「業績データ編」と
なっておりますので、合わせてご参照のほどお願い申し上げます。
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主要な業務に関する事項
Matters related to major business
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主要な業務に
関する事項

1. 2023年度における事業の概況 (2023年4月1日から2024年3月31日まで)

■　事業の経過及び成果等

■　主要な事業内容
　当社は、2011年から少額短期保険業者を子会社とする企業集団を構成し、主に賃貸住宅入居
者向けの保険サービスを提供してまいりました。2021年6月、お客さまやマーケットのニーズに
お応えするために、損害保険業の免許を取得し、より幅広い保険サービスの提供を開始していま
す。当事業年度も、前期に引き続き代理店設置等の営業基盤整備に注力し業容の拡大を進めると
ともに、企業集団（全管協インシュアランスグループ）の統括を適正に遂行しています。
　全国の有力な賃貸住宅管理会社で構成される全国賃貸管理ビジネス協会（全管協）との緊密な
連携のもと、保険サービス事業を通じて、日常生活や事業活動に安全・安心をお届けし、快適で
明るい生活・社会・地域つくりに貢献することをグループ理念に掲げ、全管協を核としたグルー
プ全体でのシナジー効果を発揮することにより、市場の圧倒的な支持による事業規模拡大と、企
業価値増大による収益性向上を達成し、賃貸住宅マーケット№１の地位を確立しつづけることを
経営ビジョンとして事業活動を展開しています。

■　金融経済環境並びに企業集団を巡る当事業年度における事業の経過及び成果
　新型コロナウイルスの感染が収束し、人の往来やイベント、インバウンドが復活する等、私た
ちの生活は新しい様式を取り入れながら日常を取り戻してきています。他方、ロシアによるウク
ライナ侵攻やイスラエル・ハマス紛争は全世界に暗い影を落とし、幅広い分野での物価高騰等、
世界経済に大きな負の影響を与えています。さらに気候変動を要因とする激甚災害の頻発や不安
定な為替動向もあり、わが国経済は回復基調をとりつつも、先行きの読めない状況が続いていま
す。また、少子高齢化はいよいよ深刻化しており、当社グループの主要マーケットである賃貸住
宅業界においては、新規入居者の減少やひとり暮らしの増加等の課題が顕在化し、新たなＩＴ技
術も駆使した対応やインバウンドの取り込み等の新しい流れが始まっています。
　こうした中、当社グループでは、お客さまの利便性向上と代理店業務の効率化をより一層推進
するとともに、業務品質の向上、リスク・コンプライアンス管理強化に向け、以下のとおり取組
を進めてまいりました。
①営業基盤強化
　賃貸住宅入居者の生活様式の多様化や管理会社の多角化・ＩＴ化に伴う新たなニーズに応え
るために、これまで少額短期保険持株会社であった当社が損害保険業の免許を取得し、少額短
期保険業者では提供できなかった新たな商品・サービスの提供を開始しています。子会社であ
る少額短期保険業者の株式保有は継続し、相互の強み・特性を活かした連携を強化して、お客
さまからの圧倒的なご支持をいただき続けられるよう取組を進めています。
②グループ経営体制強化
　経営会議等のグループ内各種会議体の機能的運営を通じ、グループ内取組課題の共有化の徹
底、諸戦略の策定及びそれらの推進を図るとともに、事業計画及び各種指標のモニタリングの
強化・徹底を図っています。
③業務品質向上、リスク・コンプライアンス管理強化
　ペーパーレス・キャッシュレス契約手続「ネットでらくらく」の拡大を促進し、お客さまの
利便性向上、代理店業務負荷軽減、コンプライアンスリスク軽減を図っています。
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　業務品質向上を目的に、寄せられたお客さまの声や苦情への迅速な対応と分析に基づく制度
見直しやシステム改善等の取組を進めました。
　情報セキュリティ取組、反社会的勢力・犯罪収益移転防止への適正対応等リスク・コンプラ
イアンス面の管理を徹底しました。
　その結果、当事業年度における当社の経営成績は、以下のとおりとなりました。
　保険引受収益が9百万円、資産運用収益が531百万円、その他経常収益が198百万円とな
り、これらを合計した経常収益は739百万円、前期に比べて△160百万円（△17.9％）の減少
となりました。一方、経常費用は、保険引受費用が△14百万円、営業費及び一般管理費が433
百万円等となった結果、419百万円と前期に比べて43百万円（＋11.6％）の増加となりまし
た。
　以上の結果、経常損益は319百万円の利益となり、特別損益、法人税及び住民税等を加減し
た当期純損益は378百万円の利益となり、前期に比べて△89百万円（△19.2％）の減少とな
りました。

■　対処すべき課題
①保険事業の成長
　新規獲得施策の積極推進で少額短期保険事業の安定的な経営基盤を堅持しつつ、損害保険商品・
サービスの魅力を活かしたマーケット開拓を推進し、当社グループならではの少短と損保のベスト
ミックスのご提供で、お客さまのご支持をいただき続けることを実現します。
②収益の安定化
　環境変化に対応した保険商品の見直しや、保険事故の未然防止に向けた取組を推進することで、
安定した収益基盤を確保し、お客さまに安心をお届けします。
③業務品質の向上
　マーケットの変化に対応したシステム開発に取組むとともに、お客さま目線に立った業務改善・
品質向上の推進により、顧客本位の業務運営を実践してまいります。
④ガバナンス、リスク管理・コンプライアンスの強化
　リスク管理の高度化、コンプライアンスプログラムの推進、定期モニタリングの実施等によりリ
スク・コンプライアンス管理態勢の強化に取組むとともに、ガバナンス、リスク管理・コンプライ
アンスの実効性確保に一層注力してまいります。
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2. 最近5事業年度に係る主要な経営指標等の推移

年　度
項　目 2021年度 2022年度 2023年度

正味収入保険料
(対前年増収率）

0
（−％）

4
（1,760.3％）

9
（114.0％）

経常収益
(対前年増減率）

741
（−％）

899
（21.4％）

739
（△ 17.9％）

保険引受利益
(対前年増減率）

△ 83
（−％）

△ 108
（−％）

△ 103
（−％）

経常利益
(対前年増減率）

392
（−％）

524
（33.7％）

319
（△ 39.0％）

当期純利益
(対前年増減率）

419
（−％）

467
（11.6％）

378
（△ 19.2％）

正味損害率 977.5％ 93.3％ 58.9％

正味事業費率 33,833.8％ 2,326.0％ 1,064.3％

利息及び配当金収入
(対前年増減率）

489
（−％）

726
（48.5％）

531
（△ 26.9％）

運用資産利回り(インカム利回り) 21.25％ 29.99％ 22.44％

資本金
(発行済株式総数)

1,000
（20,000株)

1,000
（20,000株)

1,000
（20,000株)

純資産額 2,458 2,714 2,880

総資産額
(特別勘定又は積立勘定として経理された資産額）

2,682
（−）

2,951
（−）

3,181
（−）

責任準備金残高 1 8 14

貸付金残高 − − −

有価証券残高 1,143 1,143 1,143

単体ソルベンシー・マージン比率 1,468.2％ 1,659.4％ 1,658.7％

配当性向 50.5％ 45.3％ 71.9％

従業員数 85人 82人 87人

1.　正味損害率＝（正味支払保険金＋損害調査費）÷正味収入保険料
2.　正味事業費率＝（諸手数料及び集金費＋保険引受に係る営業費及び一般管理費）÷正味収入保険料
3.　運用資産利回り（インカム利回り）＝利息及び配当金収入÷平均運用額
4.　�当社は、2021年 6月より損害保険会社となったため、それ以前の状況については記載しておりません。

（単位：百万円）
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年度

種目
2022年度 2023年度

金額 構成比 増収率 金額 構成比 増収率
火災 4 100.0％ 1,760.3％ 9 100.0％ 114.0％
海上 − − − − − −
傷害 − − − − − −
自動車 − − − − − −
自動車損害賠償責任 − − − − − −
その他 − − − − − −
(うち賠償責任) （−） （−） （−） （−） （−） （−）
合計 4 100.0％ 1,760.3％ 9 100.0％ 114.0％

年度
種目 2022年度 2023年度

金額 構成比 増収率 金額 構成比 増収率
火災 − −％ −％ − −％ −％
海上 − − − − − −
傷害 − − − − − −
自動車 − − − − − −
自動車損害賠償責任 − − − − − −
その他 − − − − − −
(うち賠償責任) （−） （−） （−） （−） （−） （−）
合計 − −％ −％ − −％ −％

■　正味収入保険料

■　受再正味保険料

3. 保険契約に関する指標等

年度
種目 2022年度 2023年度

金額 構成比 増収率 金額 構成比 増収率
火災 62 100.0％ 1,760.3％ 134 100.0％ 114.0％
海上 − − − − − −
傷害 − − − − − −
自動車 − − − − − −
自動車損害賠償責任 − − − − − −
その他 − − − − − −
(うち賠償責任) （−） （−） （−） （−） （−） （−）
合計 62 100.0％ 1,760.3％ 134 100.0％ 114.0％

■　元受正味保険料（含む収入積立保険料）

（注）正味収入保険料…元受および受再契約の収入保険料から出再契約の再保険料を控除したものです。

（注）� 元受正味保険料（含む収入積立保険料）…元受保険料から元受解約返戻金及び元受その他返戻金を控除したものです。
� （積立保険の積立保険料部分を含みます）

（注）受再正味保険料…受再保険料から受再解約返戻金及び受再その他返戻金を控除したものです。

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）
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年度

種目
2022年度 2023年度

金額 構成比 増減率 金額 構成比 増減率
火災 58 100.0％ 1,760.3％ 124 100.0％ 114.0％
海上 − − − − − −
傷害 − − − − − −
自動車 − − − − − −
自動車損害賠償責任 − − − − − −
その他 − − − − − −
(うち賠償責任) （−） （−） （−） （−） （−） （−）
合計 58 100.0％ 1,760.3％ 124 100.0％ 114.0％

年度
種目 2022年度 2023年度
火災 − −
海上 − −
傷害 − −
自動車 − −
自動車損害賠償責任 − −
その他 − −
(うち賠償責任) （−） （−）
合計 − −

年度

種目
2022年度 2023年度

金額 構成比 金額 構成比
火災 1 100.0％ 2 100.0％
海上 − − − −
傷害 − − − −
自動車 − − − −
自動車損害賠償責任 − − − −
その他 − − − −
(うち賠償責任) （−） （−） （−） （−）
合計 1 100.0％ 2 100.0％

■　支払再保険料（出再正味保険料）

■　解約返戻金

（注）支払再保険料…再保険料から再保険返戻金及びその他の再保険収入を控除したものです。

（注）解約返戻金とは、元受解約返戻金、受再解約返戻金及び積立解約返戻金の合計額です。

■　正味支払保険金

（注）�正味支払保険金…元受及び受再契約の支払保険金から出再契約による回収再保険金を控除したものです。

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）



9

主要な業務に
関する事項

年度

種目
2022年度 2023年度

金額 構成比 金額 構成比
火災 16 100.0％ 37 100.0％
海上 − − − −
傷害 − − − −
自動車 − − − −
自動車損害賠償責任 − − − −
その他 − − − −
(うち賠償責任) （−） （−） （−） （−）
合計 16 100.0％ 37 100.0％

年度

種目
2022年度 2023年度

金額 構成比 金額 構成比
火災 − −％ − −％
海上 − − − −
傷害 − − − −
自動車 − − − −
自動車損害賠償責任 − − − −
その他 − − − −
(うち賠償責任) （−） （−） （−） （−）
合計 − −％ − −％

年度

種目
2022年度 2023年度

金額 構成比 金額 構成比
火災 15 100.0％ 35 100.0％
海上 − − − −
傷害 − − − −
自動車 − − − −
自動車損害賠償責任 − − − −
その他 − − − −
(うち賠償責任) （−） （−） （−） （−）
合計 15 100.0％ 35 100.0％

■　元受正味保険金

■　受再正味保険金

■　回収再保険金（出再正味保険金）

（注）元受正味保険金…元受保険金から元受保険金戻入を控除したものです。

（注）受再正味保険金…受再保険金から受再保険金戻入を控除したものです。

（注）回収再保険金…再保険金から再保険金割戻を控除したものです。

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）
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2022年度 2023年度
1 年度開始時の未収再保険金 0 9
2 当該年度に回収できる事由が発生した額 24 42
3 当該年度回収等 15 35
4 １+２-３＝年度末の未収再保険金 9 15

年度
区分 2022年度 2023年度
保険引受に係る事業費 101 99
（保険引受に係る営業費及び一般管理費） （118） （127）
（諸手数料及び集金費） （△ 16） （△ 27）
正味事業費率 2,326.0% 1,064.3%

■　未収再保険金

■　正味事業費率

（注）� 1. 地震保険及び自動車損害賠償責任保険に係る金額を除いて記載しています。
� 2. 保険業法施行規則第 71条に基づいて、保険料積立金を積み立てないとした第三分野の保険契約については該当がありません。

年度

種目
2022年度 2023年度

正味損害率 正味事業費率 合算率 正味損害率 正味事業費率 合算率
火災 93.3％ 2,326.0％ 2,419.2％ 58.9％ 1,064.3％ 1,123.2％
海上 − − − − − −
傷害 − − − − − −
自動車 − − − − − −
自動車損害賠償責任 − − − − − −
その他 − − − − − −
(うち賠償責任) （−） （−） （−） （−） （−） （−）
合計 93.3％ 2,326.0％ 2,419.2％ 58.9％ 1,064.3％ 1,123.2％

年度

種目
2022年度 2023年度

発生損害率 事業費率 合算率 発生損害率 事業費率 合算率
火災 46.0％ 252.7％ 298.6％ 53.6％ 143.7％ 197.3％
海上 − − − − − −
傷害 − − − − − −
（医療） （−） （−）
（がん） （−） （−）
（その他） （−） （−）
自動車 − − − − − −
その他 − − − − − −
(うち賠償責任) （−） （−） （−） （−） （−） （−）
合計 46.0％ 252.7％ 298.6％ 53.6％ 143.7％ 197.3％

■　正味損害率、正味事業費率及びその合算率

■　出再控除前の発生損害率、事業費率及びその合算率

（注）� 1. 正味損害率＝（正味支払保険金＋損害調査費）÷正味収入保険料
� 2. 正味事業費率＝（諸手数料及び集金費＋保険引受に係る営業費及び一般管理費）÷正味収入保険料
� 3. 合算率＝正味損害率＋正味事業費率

（注）� 1. 地震保険及び自動車損害賠償責任保険に係る金額を除いて記載しています。
� 2. 発生損害率＝（出再控除前の発生損害額＋損害調査費）÷出再控除前の既経過保険料
� 3. 事業費率＝（支払諸手数料及び集金費＋保険引受に係る営業費及び一般管理費）÷出再控除前の既経過保険料
� 4. 合算率＝発生損害率＋事業費率
� 5. 出再控除前の発生損害額＝支払保険金＋出再控除前の支払備金積増額
� 6. 出再控除前の既経過保険料＝収入保険料−出再控除前の未経過保険料積増額

（単位：百万円）

（単位：百万円）
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主要な業務に
関する事項

年度
区分 2022年度 2023年度
保険引受収益 4 9
保険引受費用 △�5 △�14
保険引受に係る営業費及び一般管理費 118 127
その他収支 − −
保険引受利益 △�108 △�103

年度
種目 2022年度 2023年度
火災 △108 △103
海上 − −
傷害 − −
自動車 − −
自動車損害賠償責任 − −
その他 − −
（うち賠償責任） （−） （−）
合計 △108 △103

年度
区分 2022年度 2023年度
国内契約 100.0％ 100.0％
海外契約 −％ −％

■　保険引受利益明細表

■　保険種目別保険引受利益

■　国内契約・海外契約別の収入保険料の割合

（注）その他収支は、自動車損害賠償責任保険等に係る法人税相当額などです。

（注）収入保険料〔元受正味保険料（除く収入積立保険料）と受再正味保険料の合計〕について国内契約及び海外契約の割合を記載しています。

出再保険会社の数 出再保険料のうち上位5社の出再先に集中している割合
2022年度 2社 100.0％
2023年度 2社 100.0％

A以上 A未満BBB以上 その他
（格付なし、不明、BB以下） 合計

2022年度 100.0％ − − 100.0％
2023年度 100.0％ − − 100.0％

■　出再を行った再保険者の数と出再保険料の上位5社の割合

■　出再保険料の格付ごとの割合

（注）�保険業法施行規則第 71条にもとづいて、保険料積立金を積み立てないとした第三分野保険については、該当がありません。

（注）� 1. 格付は、各年度末時点における Standard�&�Poor's�社の格付を使用しています。
� 2. 保険業法施行規則第 71条にもとづいて、保険料積立金を積み立てないとした第三分野保険については、該当がありません。

■　契約者配当金の額
該当事項はありません。

（単位：百万円）

（単位：百万円）
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主要な業務に
関する事項

4. 経理に関する指標等

年度
種目 2022年度 2023年度
火災 0 2
海上 − −
傷害 − −
自動車 − −
自動車損害賠償責任 − −
その他 − −
(うち賠償責任) （−） （−）
合計 0 2

年度
種目 2022年度 2023年度
火災 8 14
海上 − −
傷害 − −
自動車 − −
自動車損害賠償責任 − −
その他 − −
(うち賠償責任) （−） （−）
合計 8 14

■　支払備金

■　責任準備金

会計年度 期首支払備金 前期以前発生事故に係る
当期支払保険金

前期以前発生事故に係る
当期末支払備金

当期把握
見積り差額

2022年度 0 1 − 0
2023年度 7 4 0 1

■　期首時点支払備金（見積り額）の当期末状況（ラン・オフ・リザルト）

（注）� 1. 国内元受契約に係る出再控除前の金額です。
� 2. 地震保険及び自動車損害賠償責任保険に係る金額を除いて記載しています。
� 3. 当期把握見積り差額＝期首支払備金−（前期以前発生事故に係る当期支払保険金＋前期以前発生事故に係る当期末支払備金）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

■　事故発生からの期間経過に伴う最終損害見積り額の推移表
　　傷害保険・自動車保険・賠償責任保険に関して該当事項はありません。
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主要な業務に
関する事項

■　責任準備金の内訳

■　責任準備金積立水準
該当事項はありません。

年度
種目

2022年度
普通責任準備金 異常危険準備金 危険準備金 払戻積立金 契約者配当準備金 合計

火災 0 7 − − − 8
海上 − − − − − −
傷害 − − − − − −
自動車 − − − − − −
自動車損害賠償責任 − − − − − −
その他 − − − − − −
(うち賠償責任) （−） （−） （−） （−） （−） （−）
合計 0 7 − − − 8

年度
種目

2023年度
普通責任準備金 異常危険準備金 危険準備金 払戻積立金 契約者配当準備金 合計

火災 0 13 − − − 14
海上 − − − − − −
傷害 − − − − − −
自動車 − − − − − −
自動車損害賠償責任 − − − − − −
その他 − − − − − −
(うち賠償責任) （−） （−） （−） （−） （−） （−）
合計 0 13 − − − 14

（単位：百万円）

（単位：百万円）

年度

区分

2022年度
2021年度
期末残高

2022年度
増加額

2022年度減少額 2022年度
期末残高 摘要目的使用 その他

一般貸倒引当金 − − − − −
個別貸倒引当金 − − − − −
計 − − − − −

退職給付引当金 147 4 − − 151
役員退職慰労引当金 32 6 − − 39
賞与引当金 8 8 8 − 8
価格変動準備金 − − − − −

年度

区分

2023年度
2022年度
期末残高

2023年度
増加額

2023年度減少額 2023年度
期末残高 摘要目的使用 その他

一般貸倒引当金 − − − − −
個別貸倒引当金 − − − − −
計 − − − − −

退職給付引当金 151 22 − − 174
役員退職慰労引当金 39 4 7 − 36
賞与引当金 8 11 8 − 11
価格変動準備金 − − − − −

■　引当金明細表

貸
倒
引
当
金

貸
倒
引
当
金

（単位：百万円）

（単位：百万円）
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主要な業務に
関する事項

損害率の上昇シナリオ 取扱商品のすべての保険種目について、均等に発生損害率が1%上昇すると仮定します。

計算方法

▪増加する発生損害額=既経過保険料×1%
▪�増加する発生損害額のうち、正味支払保険金、支払備金積増額の内訳については、当年度
発生事故におけるそれぞれの割合により按分しています
▪増加する異常危険準備金取崩額=正味支払保険金の増加を考慮した取崩額−決算時取崩額
▪経常利益の減少額=増加する発生損害額�−�増加する異常危険準備金取崩額

経常利益の減少額
2022年度：0百万円（異常危険準備金取崩額　−　百万円）

2023年度：0百万円（異常危険準備金取崩額　−　百万円）

■　損害率の上昇に対する経常利益又は経常損失の変動

年度
区分 2022年度 2023年度
人件費 190 211
物件費 190 222
税金 2 2
拠出金 − −
負担金 − −
諸手数料及び集金費 △�16 △�27
合計 367 409

■　事業費（含む損害調査費）

（注）� 1. 金額は、損益計算書における「損害調査費」、「営業費及び一般管理費」並びに「諸手数料及び集金費」の合計額です。
� 2. 負担金は、保険業法第 265�条の 33の規定に基づく保険契約者保護機構負担金です。

（単位：百万円）

■　貸付金償却の額
該当事項はありません。
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主要な業務に
関する事項

5. 資産運用に関する指標等

年度

区分
2022年度 2023年度

金額 構成比 金額 構成比
預貯金 1,053 35.7％ 1,088 34.2％
コールローン − − − −
買現先勘定 − − − −
債権賃借取引支払備金 − − − −
買入金金銭債権 − − − −
商品有価証券 − − − −
金銭の信託 − − − −
有価証券 1,143 38.7% 1,143 35.9%
貸付金 − − − −
土地・建物 36 1.2％ 34 1.1％
運用資産計 2,233 75.7％ 2,265 71.2％
総資産 2,951 100.0％ 3,181 100.0％

年度

区分
2022年度 2023年度

金額 利回り 金額 利回り
預貯金 − 0.00％ − 0.00％
コールローン − − − −
買現先勘定 − − − −
債権賃借取引支払備金 − − − −
買入金金銭債権 − − − −
商品有価証券 − − − −
金銭の信託 − − − −
有価証券 726 63.49％ 531 46.44％
貸付金 − − − −
土地・建物 − 0.00％ − 0.00％
小計 726 29.99％ 531 22.44％
その他 − − − −
合計 726 29.99％ 531 22.44％

■　運用資産の概況

■　利息配当収入の額及び運用資産利回り（インカム利回り）

（注）収入金額は、損益計算書における「利息及び配当金収入」に、「金銭の信託運用益」および「金銭の
信託運用損」のうち利息及び配当金収入相当額を含めた金額です。なお、運用利回りはインカム利回
りを記載しています。

■　海外投資残高及び構成比
該当事項はありません。

■　海外投資利回り
該当事項はありません。

（単位：百万円）

（単位：百万円）
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主要な業務に
関する事項

年度

区分
2022年度 2023年度

金額 構成比 金額 構成比
国債 − − − −
地方債 − − − −
社債 − − − −
株式 1,143 100.0％ 1,143 100.0％
外国証券 − − − −
その他の証券 − − − −
合計 1,143 100.0％ 1,143 100.0％

期間

区分

2022年度
1年以下 1年超

3年以下
3年超
5年以下

5年超
7年以下

7年超
10年以下

10年超（期間の定め
のないものを含む） 合計

国債 − − − − − − −
地方債 − − − − − − −
社債 − − − − − − −
株式 − − − − − 1,143 1,143
外国証券 − − − − − − −
その他の証券 − − − − − − −
合計 − − − − − 1,143 1,143

期間

区分

2023年度
1年以下 1年超

3年以下
3年超
5年以下

5年超
7年以下

7年超
10年以下

10年超（期間の定め
のないものを含む） 合計

国債 − − − − − − −
地方債 − − − − − − −
社債 − − − − − − −
株式 − − − − − 1,143 1,143
外国証券 − − − − − − −
その他の証券 − − − − − − −
合計 − − − − − 1,143 1,143

年度
区分 2022年度 2023年度
公社債 − −
株式 63.49％ 46.44％
外国証券 − −
その他の証券 − −
合計 63.49％ 46.44％

■　保有有価証券

■　有価証券の種類別の残存期間別残高

■　保有有価証券利回り（インカム利回り）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

6. 資産・負債の明細

■　商品有価証券の平均残高及び売買高
該当事項はありません。
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主要な業務に
関する事項

年度

区分
2022年度 2023年度

株数 金額 構成比 株数 金額 構成比
化学 − − − − − −
輸送用機器 − − − − − −
商業 − − − − − −
電気機器 − − − − − −
陸運業 − − − − − −
金融保険業 28 1,143 100.0％ 28 1,143 100.0％
建設業 − − − − − −
機械 − − − − − −
電気・ガス − − − − − −
食料品 − − − − − −
その他 − − − − − −
合計 28 1,143 100.0％ 28 1,143 100.0％

■　業種別保有株式の額 （単位：千株、百万円）

（注）� 1. 業種別区分は、証券取引所の業種分類に準じています。
� 2.�化学は医薬品を、陸運業は空輸業を含みます。また、卸売業および小売業は商業として、銀行業、

保険業およびその他金融業は金融保険業として記載しています。

■　貸付金の残存期間別の残高
該当事項はありません。

■　担保別貸付金残高
該当事項はありません。

■　使途別の貸付金残高及び構成比
該当事項はありません。

■　業種別の貸付金残高及び貸付金残高の合計に対する割合
該当事項はありません。

■　規模別の貸付金残高及び貸付残高の合計に対する割合
該当事項はありません。
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主要な業務に
関する事項

7. 特別勘定に関する指標等

■　特別勘定資産残高
該当事項はありません。

■　特別勘定資産
該当事項はありません。

■　特別勘定の運用収支
該当事項はありません。

年度
区分 2022年度 2023年度

土地 2 2
営業用 2 2
賃貸用 − −
建物 33 31
営業用 33 31
賃貸用 − −
建設仮勘定 − −
営業用 − −
賃貸用 − −
合計 36 34
営業用 36 34
賃貸用 − −
リース資産 − −
その他の有形固定資産 7 4
有形固定資産合計 43 38

■　有形固定資産及び有形固定資産合計の残高 （単位：百万円）
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財産の状況
Property status
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1. 財務諸表

■　貸借対照表
年度

科目
2022年度

（2023年3月31日現在）
2023年度

（2024年3月31日現在）
( 資 産 の 部 )
現 金 及 び 預 貯 金 1,053 1,088

現 金 － －
預 貯 金 1,053 1,088

コ ー ル ロ ー ン − −
買 現 先 勘 定 − −
債券貸借取引支払保証金 − −
買 入 金 銭 債 権 − −
商 品 有 価 証 券 − −
金 銭 の 信 託 − −
有 価 証 券 1,143 1,143

国 債 － －
地 方 債 － －
社 債 － －
株 式 1,143 1,143
外 国 証 券 － －
そ の 他 の 証 券 － －

貸 付 金 − −
有 形 固 定 資 産 43 38

土 地 2 2
建 物 33 31
リ ー ス 資 産 － －
建 設 仮 勘 定 － －
その他の有形固定資産 7 4

無 形 固 定 資 産 394 567
ソ フ ト ウ ェ ア 7 4
の れ ん － －
リ ー ス 資 産 － －
ソ フ ト ウ エ ア 仮 勘 定 386 562
その他の無形固定資産 － －

そ の 他 資 産 313 281
未 収 保 険 料 7 12
代 理 店 貸 － 0
再 保 険 貸 9 15
代 理 業 務 貸 8 12
未 収 金 176 141
預 託 金 76 69
仮 払 金 1 0
前 払 費 用 33 27
そ の 他 の 資 産 － －

前 払 年 金 費 用 − −
繰 延 税 金 資 産 3 62
再評価に係る繰延税金資産 − −
支 払 承 諾 見 返 − −
貸 倒 引 当 金 − −

資 産 の 部 合 計 2,951 3,181

年度
科目

2022年度
（2023年3月31日現在）

2023年度
（2024年3月31日現在）

( 負 債 の 部 )
保 険 契 約 準 備 金 8 16

支 払 備 金 0 2
責 任 準 備 金 8 14

短 期 社 債 − −
社 債 − −
新 株 予 約 権 付 社 債 − −
そ の 他 負 債 29 62

代 理 店 借 3 6
再 保 険 借 5 17
代 理 業 務 借 0 0
未 払 法 人 税 等 1 1
預 り 金 1 2
未 払 金 6 20
仮 受 金 1 2
未 払 費 用 9 11
そ の 他 の 負 債 － －

退 職 給 付 引 当 金 151 174
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 39 36
賞 与 引 当 金 8 11
価 格 変 動 準 備 金 − −
金融商品取引責任準備金 − −
繰 延 税 金 負 債 − −
再評価に係る繰延税金負債 − −
支 払 承 諾 − −
負 債 の 部 　 合 計 237 301

( 純 資 産 の 部 )
資 本 金 1,000 1,000
新 株 式 申 込 証 拠 金 − −
資 本 剰 余 金 228 228

資 本 準 備 金 13 13
そ の 他 の 資 本 剰 余 金 215 215

利 益 剰 余 金 1,485 1,651
利 益 準 備 金 279 321
そ の 他 利 益 剰 余 金 1,206 1,329
繰 越 利 益 剰 余 金 1,206 1,329

自 己 株 式 − −
自 己 株 式 申 込 証 拠 金 − −
株 主 資 本 合 計 2,714 2,880
その他有価証券評価差額金 − −
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 − −
土 地 再 評 価 差 額 金 − −
為 替 換 算 調 整 勘 定 − −
株 式 引 受 権 − −
新 株 予 約 権 − −
純 資 産 の 部 合 計 2,714 2,880
負債及び純資産の部合計 2,951 3,181

（単位：百万円）
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（2023年度　貸借対照表に関する注記）

1.　重要な会計方針
⑴　有価証券の評価基準及び評価方法
　　子会社株式及び関連会社株式の評価は、移動平均法に基づく原価法によっております。
⑵　�有形固定資産の減価償却は、定率法によっております。ただし、2016 年 4月１日以後に取得
した建物附属設備及び構築物については定額法を採用しております。

⑶　無形固定資産の減価償却は、定額法によっております。
自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいて償却して
おります。

⑷　�貸倒引当金は、債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について貸倒実績率により計
上するほか、個々の債権の回収可能性を勘案して計上していますが、当事業年度末の残高はあ
りません。

⑸　�退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、退職金規程に基づく期末要支給額を計上
しております。

⑹　�賞与引当金は、従業員の賞与に充てるため、支給見込額を基準に計上しております。
⑺　�役員退職慰労引当金は、役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労金内規に基づく
期末要支給額を計上しております。

⑻　�価格変動準備金は、国債等の価格変動による損失に備えるため、保険業法第 115 条の規定に
基づき計上することとしておりますが、当事業年度は対象資産がないため計上しておりません。

⑼　�リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につ
いては、契約金額が 3百万円未満のため、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ
ております。

⑽　�当社における保険料、保険金、支払備金及び責任準備金等の保険契約に関する会計処理につい
ては、保険業法等の法令等の定めによっております。
また、代理・代行業務に係る収益は、子会社である少額短期保険業者３社との業務受託契約に
基づき一連のシェアードサービスを提供する履行義務を負っております。当該業務は、一定の
期間にわたり履行義務を充足する取引であり、履行義務の充足の進捗度（経過期間）に応じて
収益を認識しております。

⑾　�消費税等の会計処理は税抜方式によっております。ただし、損害調査費、営業費及び一般管理
費等の費用は税込方式によっております。
なお、資産に係る控除対象外消費税等については、仮払金に計上し、5年で均等償却を行って
おります。

⑿　�金額は、記載単位未満を切り捨てて表示しております。

2.　重要な会計上の見積り
会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類に計上した項目であって翌事業年度に係る計算
書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものに該当する事項はありません。
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3.　貸借対照表に関する注記
⑴　�有形固定資産の減価償却累計額及び圧縮記帳額は、次のとおりであります。
有形固定資産の減価償却累計額� 38 百万円
有形固定資産の圧縮記帳額はありません。

⑵　�関係会社に対する金銭債権及び債務は次のとおりであります。
金銭債権総額� 28 百万円
金銭債務総額� 9 百万円

⑶　�支払備金の内訳は、次のとおりであります。
支払備金（出再支払備金控除前）� 34 百万円
同上にかかる出再支払備金� 32 百万円
差　引� 2 百万円

⑷　�責任準備金の内訳は、次のとおりであります。
普通責任準備金（出再控除前未経過保険料）� 13 百万円
同上にかかる出再責任準備金� 12 百万円
差　引　　（イ）� 0 百万円
異常危険準備金（ロ）� 13 百万円
計　（イ＋ロ）� 14 百万円

⑸　�破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権、三月以上遅延債権並びに貸付条件緩和債権
の額並びにこれらの合計額。

　　該当事項ありません。
⑹　�１株当たり純資産額は 144,006 円 35銭であります。
算定上の基礎である純資産の部の合計額及び普通株式に係る当期末の純資産額はいずれも
2,880 百万円、１株当たり純資産額の算定に用いた当期末の普通株式の数は 20,000 株であり
ます。

4.　税効果会計に関する注記
繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳は次のとおりであります。

なお、翌年度よりグループ通算制度を適用するものと仮定して税効果会計を適用しております。

繰延税金資産 当事業年度

賞与引当金
繰越欠損金
退職給付引当金
役員退職慰労引当金
異常危険準備金
資産除去債務
その他

3
104
53
11
3
3
2

繰延税金資産　小計 181
評価性引当額　 △�119
繰延税金資産　合計 62

（単位：百万円）



財産の状況

23

5.　リースにより使用する固定資産に関する注記
貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務機器等の一部については、所有権移転外ファイナン
ス・リースにより使用しています。

6.　賃貸等不動産の状況に関する事項
該当ありません。

7.　重要な後発事象等に関する注記
該当ありません。

8.　金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。
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■　損益計算書
年度

科目

2022年度
　　　 2022年4月1日から
　　　 2023年3月31日まで

2023年度
　　　 2023年4月1日から
　　　 2024年3月31日まで

経常収益 899 739
保 険 引 受 収 益 4 9

正 味 収 入 保 険 料 4 9
支 払 備 金 戻 入 額 － －
そ の 他 保 険 引 受 収 益 － －

資 産 運 用 収 益 726 531
利 息 及 び 配 当 金 収 入 726 531
商 品 有 価 証 券 運 用 益 － －
金 銭 の 信 託 運 用 益 － －
売 買 目 的 有 価 証 券 運 用 益 － －
有 価 証 券 売 却 益 － －
有 価 証 券 償 還 益 － －
そ の 他 運 用 収 益 － －

そ の 他 経 常 収 益 169 198
経常費用 375 419
保 険 引 受 費 用 △�5 △ 14

正 味 支 払 保 険 金 1 2
損 害 調 査 費 2 3
諸 手 数 料 及 び 集 金 費 △ 16 △ 27
契 約 者 配 当 金 － －
支 払 備 金 繰 入 額 0 1
責 任 準 備 金 等 繰 入 額 6 5
そ の 他 保 険 引 受 費 用 － －

資 産 運 用 費 用 － －
商 品 有 価 証 券 運 用 損 － －
金 銭 の 信 託 運 用 損 － －
売 買 目 的 有 価 証 券 運 用 損 － －
有 価 証 券 売 却 損 － －
有 価 証 券 評 価 損 － －
有 価 証 券 償 還 損 － －
そ の 他 運 用 費 用 － －

営 業 費 及 び 一 般 管 理 費 380 433
そ の 他 経 常 費 用 － 0

支 払 利 息 － －
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 － －
貸 倒 損 失 － －
そ の 他 の 経 常 費 用 － 0

経 常 利 益 524 319
特別利益 － －
固 定 資 産 等 処 分 益 － －
そ の 他 特 別 利 益 － －
特別損失 0 －
固 定 資 産 処 分 損 0 －
減 損 損 失 － －
価 格 変 動 準 備 金 繰 入 額 － －
そ の 他 特 別 損 失 － －
税 引 前 当 期 純 利 益 524 319
法 人 税 及 び 住 民 税 等 0 0
法 人 税 等 調 整 額 55 △�59
法 人 税 等 合 計 56 △�58
当 期 純 利 益 467 378

（ （） ）

（単位：百万円）
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₁．損益計算書に関する注記
⑴　�関係会社との取引高は次のとおりであります。
収益総額� 654 百万円
費用総額� △ 17百万円

⑵　�正味収入保険料の内訳は、次のとおりであります。
収入保険料� 134 百万円
支払再保険料� 124 百万円
差　引� 9 百万円

⑶　�諸手数料及び集金費の内訳は、次のとおりであります。
支払諸手数料及び集金費� 56 百万円
出再保険手数料� 84 百万円
差　引� △ 27百万円

⑷　�支払備金繰入額の内訳は次のとおりであります。
支払備金繰入額（出再支払備金控除前）� 27 百万円
同上にかかる出再支払備金繰入額� 25 百万円
差　引� 1 百万円

⑸　�責任準備金繰入額の内訳は次のとおりであります。
普通責任準備金繰入額（出再控除前未経過保険料）� 6 百万円
同上にかかる出再責任準備金繰入額� 5 百万円
差　引（イ）� 0 百万円
その他の責任準備金繰入額� 5 百万円
計　（イ＋ロ）� 5 百万円

⑹　�収益認識に関する注記
その他経常収益には顧客との契約から生じる収益が 185百万円含まれております。
収益を理解するための基礎となる情報については重要な会計方針 (10) に記載のとおりです。

⑺　�1 株当たりの当期純利益の額は 18,902 円 38銭であります。
算定上の基礎である当期純利益の額は 378 百万円、１株当たりの当期純利益の額の算定に用い
た普通株式の期中平均株式数は 20,000 株であります。

₂．関連当事者等との取引に関する注記

取引条件及び取引条件の決定方針等　
（注）　価格交渉の上、合理的な条件で再保険契約を決定しています。

₃.　金額は、記載単位未満を切り捨てて表示しております。

（2023年度　損益計算書に関する注記）

種　類 会社等の名称 議決権等の
所有割合

関連当事者
との関係 取引の内容（注） 取引金額 科　目 期末残高

その他の
関係会社

あいおいニッセイ
同和損害保険㈱

被所有
直接
35％

出再先

再保険料（収益のマイナス） 62
再保険借 8

再保険手数料（費用のマイナス） 42

再保険金（費用のマイナス） 17 再保険貸 7

（単位：百万円）
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1.　自己株式の種類及び株式数に関する事項
　　該当ありません。
2.　金額は、記載単位未満を切り捨てて表示しております。

■　株主資本等変動計算書　
	 2022年度(2022年4月１日から2023年3月31日まで)

（単位：百万円）
株主資本 評価・換算差額等

資本剰余金 利益剰余金
その他利益剰余金

当期首残高 1,000 13 215 228 279 − 1,206 1,485 − 2,714 − − − − − − 2,714
当期変動額
新株の発行 − − − − −
剰余金の配当 42 △254 △212 △212 △212
当期純利益 378 378 378 378
自己株式の処分 − − −
株主資本以外の項目
の当期変動額(純額) − − − − − − −

当期変動額合計 − − − − 42 − 123 166 − 166 − − − − − − 166
当期末残高 1,000 13 215 228 321 − 1,329 1,651 − 2,880 − − − − − − 2,880
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他
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金
合
計

利
益
準
備
金

利
益
剰
余
金
合
計

そ
の
他
有
価
証
券
評
価
差
額
金

繰
延
ヘ
ッ
ジ
損
益

土
地
再
評
価
差
額
金

評
価
・
換
算
差
額
等
合
計

自

己

株

式

株

主

資

本

合

計

純

資

産

合

計

新

株

予

約

権

株

式

引

受

権

任
意
積
立
金

繰
越
利
益
剰
余
金

（単位：百万円）
株主資本 評価・換算差額等

資本剰余金 利益剰余金
その他利益剰余金

当期首残高 1,000 13 215 228 236 − 992 1,229 − 2,458 − − − − − − 2,458
当期変動額
新株の発行 − − − − −
剰余金の配当 42 △254 △212 △212 △212
当期純利益 467 467 467 467
自己株式の処分 − − −
株主資本以外の項目
の当期変動額(純額) − − − − − − −

当期変動額合計 − − − − 42 − 213 255 − 255 − − − − − − 255
当期末残高 1,000 13 215 228 279 − 1,206 1,485 − 2,714 − − − − − − 2,714
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（2023年度　株主資本等変動計算書に関する注記）

2023年度(2023年4月１日から2024年3月31日まで)
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2. 保険業法に基づく債権

■	①　破産更生債権及びこれらに準ずる債権
該当事項はありません。

■	②　危険債権
該当事項はありません。

■	③　三月以上延滞債権
該当事項はありません。

■	④　貸付条件緩和債権
該当事項はありません。

■	⑤　正常債権
該当事項はありません。

■	⑥　①から④までに掲げるものの合計額
該当事項はありません。
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3. 保険金等の支払能力の充実の状況（単体ソルベンシー・マージン比率）

区　分 2022年度
（2023年3月31日現在）

2023年度
（2024年3月31日現在）

(A)�単体ソルベンシー・マージン総額 2,929� 2,949�
資本金又は基金等 2,502� 2,608�
価格変動準備金 − −
危険準備金 − −
異常危険準備金 7� 13�
一般貸倒引当金 − −
その他有価証券の評価差額・繰延ヘッジ損益（税効果控除前) − −
土地の含み損益 − −
払戻積立金超過額 − −
負債性資本調達手段等 − −
払戻積立金超過額及び負債性資本調達手段等のうち、マージンに算入されない額 − −
控除項目 − −
その他 420� 328�

(B)�単体リスクの合計額　　　√(R1+R2)2+(R3+R4)2+R5+R6 353� 355�
R1　　一般保険リスク相当額 0� 1�
R2　　第三分野保険の保険リスク相当額 − −
R3　　予定利率リスク相当額 − −
R4　　�資産運用リスク相当額 343� 343�
R5　　経営管理リスク相当額 6� 7�
R6　　巨大災害リスク相当額 2� 4�

(C)�ソルベンシー・マージン比率　(1)�/｛�1/2�×�(2)�｝×�100 1,659.4% 1,658.7%

■　単体ソルベンシー・マージン比率について
◦損害保険会社は、保険事故発生の際の保険金支払や積立保険の満期払戻金支払等に備えて準備金を積み立てて

おりますが、巨大災害の発生や、損害保険会社が保有する資産の大幅な価格下落等、通常の予測を超える危険
が発生した場合でも、十分な支払能力を保持しておく必要があります。

◦こうした「通常の予測を超える危険」を示す「単体リスクの合計額」（上表の（B））に対する「損害保険
会社が保有している資本金・準備金等の支払余力」（すなわち単体ソルベンシー・マージン総額：上表の
（A））の割合を示す指標として、保険業法等に基づき計算されたものが、「単体ソルベンシー・マージン比
率」（上表の（C））であります。

◦「通常の予測を超える危険」とは、次に示す各種の危険の総額であります。
①保険引受上の危険（一般保険リスク、第三分野保険の保険リスク）：保険事故の発生率等が通常の予測を超

えることにより発生し得る危険（巨大災害に係る危険を除く）
②予定利率上の危険（予定利率リスク）：実際の運用利回りが保険料算出時に予定した利回りを下回ることに

より発生し得る危険
③資産運用上の危険（資産運用リスク）：保有する有価証券等の資産の価格が通常の予測を超えて変動するこ

とにより発生し得る危険等
④経営管理上の危険（経営管理リスク）：業務の運営上通常の予測を超えて発生し得る危険で上記①〜③及び

⑤以外のもの
⑤巨大災害に係る危険（巨大災害リスク）：通常の予測を超える巨大災害（関東大震災や伊勢湾台風相当）に

より発生し得る危険
◦「損害保険会社が保有している資本金・準備金等の支払余力」（単体ソルベンシー・マージン総額）とは、損

害保険会社の純資産（社外流出予定額等を除く）、諸準備金（価格変動準備金・異常危険準備金等）、土地の
含み益の一部等の総額であります。

◦単体ソルベンシー・マージン比率は、行政当局が保険会社を監督する際に、経営の健全性を判断するために活
用する客観的な指標のひとつでありますが、その数値が200％以上であれば「保険金等の支払能力の充実の状
況が適当である」とされております。

（単位：百万円）

（注）�上記の金額及び数値は、保険業法施行規則第86条（単体ソルベンシー・マージン）及び第87条（単体リスク）並びに平成8年大蔵省告示
　　　第50号の規定に基づいて算出しております。
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4. 時価情報等

■　売買目的有価証券
該当事項はありません。

■　満期保有目的の債権
該当事項はありません。

■　子会社株式及び関連会社株式
子会社株式は市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、時価開
示の対象とはしておりません。

■　その他有価証券
該当事項はありません。

■　売却した満期保有目的の債権
該当事項はありません。

■　売却したその他有価証券
該当事項はありません。

■　減損処理を行った有価証券
該当事項はありません。

■　金銭の信託
該当事項はありません。

■　デリバティブ取引（有価証券関連デリバティブ取引に該当するものを除く）
該当事項はありません。

■　保険業法に規定する金融等デリバティブ取引
該当事項はありません。

■　先物外国為替取引
該当事項はありません。

■　有価証券関連デリバティブ取引（次に掲げるものを除く）
該当事項はありません。

■　	金融商品取引法に規定する有価証券先物取引もしくは有価証券先渡取引、外国金融商品市場にお
ける有価証券先物取引と類似の取引
該当事項はありません。

■　暗号資産
該当事項はありません。
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5. 監査法人による監査の状況

当社は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算
書及び個別注記表について、「アーク有限責任監査法人」の監査を受けており、監査報告書を受領し
ています。
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Overview of consolidated business
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1. 2023年度における事業の概況 (2023年4月1日から2024年3月31日まで)

■　グループの事業の経過及び成果等

■　グループの主要な事業内容
　当社は、2011年から少額短期保険業者を子会社とする企業集団を構成し、主に賃貸住宅入居者向
けの保険サービスを提供してまいりました。2021年6月、お客さまやマーケットのニーズにお応え
するために、損害保険業の免許を取得し、より幅広い保険サービスの提供を開始しています。当事
業年度も、前期に引き続き代理店設置等の営業基盤整備に注力し業容の拡大を進めるとともに、企
業集団（全管協インシュアランスグループ）の統括を適正に遂行しています。
　全国の有力な賃貸住宅管理会社で構成される全国賃貸管理ビジネス協会（全管協）との緊密な連
携のもと、保険サービス事業を通じて、日常生活や事業活動に安全・安心をお届けし、快適で明る
い生活・社会・地域つくりに貢献することをグループ理念に掲げ、全管協を核としたグループ全体
でのシナジー効果を発揮することにより、市場の圧倒的な支持による事業規模拡大と、企業価値増
大による収益性向上を達成し、賃貸住宅マーケット№１の地位を確立しつづけることを経営ビジョ
ンとして事業活動を展開しています。

■　金融経済環境並びに企業集団を巡る当事業年度における事業の経過及び成果
　新型コロナウイルスの感染が収束し、人の往来やイベント、インバウンドが復活する等、私たち
の生活は新しい様式を取り入れながら日常を取り戻してきています。他方、ロシアによるウクライ
ナ侵攻やイスラエル・ハマス紛争は全世界に暗い影を落とし、幅広い分野での物価高騰等、世界経
済に大きな負の影響を与えています。さらに気候変動を要因とする激甚災害の頻発や不安定な為替
動向もあり、わが国経済は回復基調をとりつつも、先行きの読めない状況が続いています。また、
少子高齢化はいよいよ深刻化しており、当社グループの主要マーケットである賃貸住宅業界におい
ては、新規入居者の減少やひとり暮らしの増加等の課題が顕在化し、新たなＩＴ技術も駆使した対
応やインバウンドの取り込み等の新しい流れが始まっています。
　こうした中、当社グループでは、お客さまの利便性向上と代理店業務の効率化をより一層推進す
るとともに、業務品質の向上、リスク・コンプライアンス管理強化に向け、以下のとおり取組を進
めてまいりました。

①営業基盤強化
　賃貸住宅入居者の生活様式の多様化や管理会社の多角化・ＩＴ化に伴う新たなニーズに応え
るために、これまで少額短期保険持株会社であった当社が損害保険業の免許を取得し、少額短
期保険業者では提供できなかった新たな商品・サービスの提供を開始しています。子会社であ
る少額短期保険業者の株式保有は継続し、相互の強み・特性を活かした連携を強化して、お客
さまからの圧倒的なご支持をいただき続けられるよう取組を進めています。
②グループ経営体制強化
　経営会議等のグループ内各種会議体の機能的運営を通じ、グループ内取組課題の共有化の徹
底、諸戦略の策定及びそれらの推進を図るとともに、事業計画及び各種指標のモニタリングの
強化・徹底を図っています。
③業務品質向上、リスク・コンプライアンス管理強化
　ペーパーレス・キャッシュレス契約手続「ネットでらくらく」の拡大を促進し、お客さまの
利便性向上、代理店業務負荷軽減、コンプライアンスリスク軽減を図っています。
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　業務品質向上を目的に、寄せられたお客さまの声や苦情への迅速な対応と分析に基づく制度
見直しやシステム改善等の取組を進めました。
　情報セキュリティ取組、反社会的勢力・犯罪収益移転防止への適正対応等リスク・コンプラ
イアンス面の管理を徹底しました。
　その結果、当連結会計年度における当社グループの連結経営成績は、以下のとおりとなりま
した。
　保険引受収益が1,470百万円、その他経常収益が2百万円等となり、これらを合計した経常
収益は1,473百万円、前期に比べて348百万円（＋30.9％）の増加となりました。一方、経常
費用は、保険引受費用が△3,165百万円、営業費及び一般管理費が3,516百万円等となった結
果、350百万円と前期に比べて79百万円（＋29.5％）の増加となりました。
　以上の結果、経常損益は1,122百万円の利益となり、特別損益、法人税及び住民税等を加減
した当期純損益は805百万円の利益となり、前期に比べて303百万円（＋60.3％）の増加とな
りました。

■　対処すべき課題
①保険事業の成長
　新規獲得施策の積極推進で少額短期保険事業の安定的な経営基盤を堅持しつつ、損害保険商品・
サービスの魅力を活かしたマーケット開拓を推進し、当社グループならではの少短と損保のベスト
ミックスのご提供で、お客さまのご支持をいただき続けることを実現します。
②収益の安定化
　環境変化に対応した保険商品の見直しや、保険事故の未然防止に向けた取組を推進することで、
安定した収益基盤を確保し、お客さまに安心をお届けします。
③業務品質の向上
　マーケットの変化に対応したシステム開発に取組むとともに、お客さま目線に立った業務改善・
品質向上の推進により、顧客本位の業務運営を実践してまいります。
④ガバナンス、リスク管理・コンプライアンスの強化
　リスク管理の高度化、コンプライアンスプログラムの推進、定期モニタリングの実施等によりリ
スク・コンプライアンス管理態勢の強化に取組むとともに、ガバナンス、リスク管理・コンプライ
アンスの実効性確保に一層注力してまいります。

年　度
項　目 2021年度 2022年度 2023年度（当期）

経常収益
経常利益
親会社株主に帰属する当期純利益
包括利益

1,113
668
474
474

1,125
853
502
502

1,473
1,122
805
805

純資産額
総資産額

3,983
10,110

4,273
10,903

4,867
11,383

連結ソルベンシー・マージン比率 2,362.3％ 2,488.5％ 2,734.7％

2. 最近５連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移
（単位：百万円）

（注）2021年 6月より損害保険会社となったため、それ以前の状況については記載しておりません。
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■　連結貸借対照表
連結会計年度

科目
2022年度

（2023年3月31日現在）
2023年度

（2024年3月31日現在）
( 資 産 の 部 )
現 金 及 び 預 貯 金 5,843 6,474
コ ー ル ロ ー ン − −
買 現 先 勘 定 − −
債券貸借取引支払保証金 − −
買 入 金 銭 債 権 − −
特 定 取 引 資 産 − −
商 品 有 価 証 券 − −
金 銭 の 信 託 − −
有 価 証 券 − −
貸 付 金 − −
有 形 固 定 資 産 45 48

土 地 2 2
建 物 35 38
リ ー ス 資 産 － －
建 設 仮 勘 定 － －
その他の有形固定資産 7 7

無 形 固 定 資 産 470 568
ソ フ ト ウ ェ ア 83 5
ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定 386 562
の れ ん － －
リ ー ス 資 産 － －
その他の無形固定資産 0 0

そ の 他 資 産 4,306 4,072
未 収 保 険 料 569 642
代 理 店 貸 51 49
再 保 険 貸 701 650
未 収 金 2,007 1,809
預 託 金 182 175
仮 払 金 1 0
前 払 費 用 791 744
そ の 他 の 資 産 － －

退 職 給 付 に 係 る 資 産 − −
繰 延 税 金 資 産 237 219
再評価に係る繰延税金資産 − −
支 払 承 諾 見 返 − −
貸 倒 引 当 金 − −

資 産 の 部 合 計 10,903 11,383

連結会計年度
科目

2022年度
（2023年3月31日現在）

2023年度
（2024年3月31日現在）

( 負 債 の 部 )
保 険 契 約 準 備 金 2,144 2,130

支 払 備 金 123 118
責 任 準 備 金 等 2,020 2,011

特 定 取 引 負 債 − −
短 期 社 債 − −
社 債 − −
新 株 予 約 権 付 社 債 − −
そ の 他 負 債 4,167 4,032

代 理 店 借 918 927
再 保 険 借 781 834
未 払 法 人 税 等 236 117
預 り 金 49 51
未 払 金 358 164
仮 受 金 1,306 1,236
未 払 費 用 515 701
そ の 他 の 負 債 － −

退 職 給 付 に 係 る 負 債 151 174
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 157 166
賞 与 引 当 金 8 11
価 格 変 動 準 備 金 − −
金融商品取引責任準備金 − −
繰 延 税 金 負 債 − −
再評価に係る繰延税金負債 − −
支 払 承 諾 − −
負 債 の 部 合 計 6,629 6,515

( 純 資 産 の 部 )
資 本 金 1,000 1,000
新 株 式 申 込 証 拠 金 − −
資 本 剰 余 金 228 228
利 益 剰 余 金 3,045 3,638
自 己 株 式 − −
自 己 株 式 申 込 証 拠 金 − −
株 主 資 本 合 計 4,273 4,867
その他有価証券評価差額金 − −
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 − −
土 地 再 評 価 差 額 金 − −
為 替 換 算 調 整 勘 定 − −
退職給付に係る調整累計額 − −
在外子会社等に係る保険契約準備金評価差額金 − −
その他の包括利益累計額合計 − −
株 式 引 受 権 − −
新 株 予 約 権 − −
非 支 配 株 主 持 分 − −
純 資 産 の 部 合 計 4,273 4,867

負債及び純資産の部合計 10,903 11,383

3. 連結財務諸表

（単位：百万円）
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（2023年度　連結貸借対照表に関する注記）

1.　重要な会計方針に関する事項
⑴　固定資産の減価償却の方法
①�有形固定資産の減価償却は、定率法によっております。ただし、2016年4月１日以後に取得
した建物附属設備及び構築物については定額法を採用しております。
②�無形固定資産の減価償却は、定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアにつ
いては、社内における利用可能期間（主に５年）に基づいて償却しております。

⑵　引当金の計上基準
①�貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について貸倒実績率により計上するほか、
個々の債権の回収可能性を勘案して計上していますが、当連結会計年度末の残高はありませ
ん。
②�賞与引当金
従業員の賞与に充てるため、賞与支給見込額のうち当連結会計年度に負担すべき額を計上し
ております。
③�役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労金内規に基づく期末要支給額を計上し
ております。

⑶　退職給付に係る会計処理の方法
退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、退職金規定に基づく期末要支給額を
計上しています。

⑷　�リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につ
いては、契約金額が 3百万円未満のため、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ
ております。

⑸　収益及び費用の計上基準
保険契約に関する会計処理
�当社における保険料、保険金、支払備金及び責任準備金等の保険契約に関する会計処理につい
ては、保険業法等の法令等の定めによっております。

⑹　消費税等の会計処理
当社の消費税等の会計処理は税抜方式によっております。ただし、当社の損害調査費、営業費
及び一般管理費等の費用および連結子会社については免税事業者につき税込方式によっており
ます。
なお、資産に係る控除対象外消費税等については、仮払金に計上し、5年で均等償却を行って
おります。

⑺　金額は、記載単位未満を切り捨てて表示しております。

2.　重要な会計上の見積り
会計上の見積りにより当連結会計年度に係る計算書類に計上した項目であって翌事業年度に係る
連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものに該当する事項はありません。
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3.　金融商品の時価等に関する事項
⑴　金融商品の状況に関する事項
当社及び連結子会社は、資金運用については短期的な預金等に限定しております。再保険貸等
にかかる信用リスクについては適切に管理しリスク軽減を図っております。

⑵　金融商品の時価等に関する事項
当社及び連結子会社の金融商品（預貯金、再保険貸、再保険借等）はいずれも短期間で決済さ
れるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

⑶　金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
記載すべき事項はありません。

4.　連結貸借対照表関係
⑴　有形固定資産の減価償却累計額及び圧縮記帳額は、次のとおりであります。
有形固定資産の減価償却累計額　　　47百万円
有形固定資産の圧縮記帳額はありません。

⑵　�破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権、三月以上遅延債権並びに貸付条件緩和債権
の額並びにこれらの合計額。

　　該当事項ありません。
⑶　�１株当たり情報に関する事項
1株当たりの純資産額は、243,387円64銭であります。
算定上の基礎である純資産額の部の合計額及び普通株式数に係る当連結会計年度末の純資産額
はいずれも4,867百万円、1株当たりの純資産額の算定に用いた当連結会計年度末の普通株式
の数は20,000株であります。

5.　賃貸等不動産の時価等に関する事項
該当事項ありません。

6.　リースにより使用する固定資産に関する事項
貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務機器等の一部については、所有権移転外ファイナン
ス・リースにより使用しています。

7.　重要な後発事象等に関する注記
該当事項ありません。
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■　連結損益計算書及び連結包括利益計算書
（連結損益計算書）

連結会計年度

科目

2022年度
　　　 2022年4月1日から
　　　 2023年3月31日まで

2023年度
　　　 2023年4月1日から
　　　 2024年3月31日まで

経 常 収 益 1,125 1,473
保 険 引 受 収 益 1,101 1,470

正 味 収 入 保 険 料 1,101 1,456
支 払 備 金 戻 入 額 － 4
責 任 準 備 金 等 戻 入 額 － 9
そ の 他 保 険 引 受 収 益 － －

資 産 運 用 収 益 0 0
利 息 及 び 配 当 金 収 入 0 0
商 品 有 価 証 券 運 用 益 － －
金 銭 の 信 託 運 用 益 － －
売買目的有価証券運用益 － －
有 価 証 券 売 却 益 － －
有 価 証 券 償 還 益 － －
そ の 他 運 用 収 益 － －

そ の 他 経 常 収 益 23 2
経 常 費 用 271 350
保 険 引 受 費 用 △�3,222 △�3,165

正 味 支 払 保 険 金 225 259
損 害 調 査 費 297 327
諸 手 数 料 及 び 集 金 費 △ 4,068 △ 3,753
契 約 者 配 当 金 － －
支 払 備 金 繰 入 額 25 －
責 任 準 備 金 等 繰 入 額 298 －
そ の 他 保 険 引 受 費 用 － －

資 産 運 用 費 用 − −
商 品 有 価 証 券 運 用 損 － －
金 銭 の 信 託 運 用 損 － －
売買目的有価証券運用損 － －
有 価 証 券 売 却 損 － －
有 価 証 券 評 価 損 － －
有 価 証 券 償 還 損 － －
そ の 他 運 用 費 用 － －

営業費及び一般管理費 3,493 3,516
そ の 他 経 常 費 用 0 0

支 払 利 息 － －
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 － －
貸 倒 損 失 － －
そ の 他 の 経 常 費 用 0 0

経 常 利 益 853 1,122
特 別 利 益 − −
固 定 資 産 処 分 益 − −
そ の 他 の 特 別 利 益 − −
特 別 損 失 0 −
固 定 資 産 処 分 損 0 −
減 損 損 失 − −
価格変動準備金繰入額 − −
そ の 他 特 別 損 失 − −
税金等調整前当期純利益 853 1,122
法 人 税 及 び 住 民 税 等 370 298
法 人 税 等 調 整 額 △�19 17
法 人 税 等 合 計 351 316

当 期 純 利 益 502 805
親会社株主に帰属する当期純利益 502 805
非支配株主に帰属する当期純利益 － －

（単位：百万円）

（ （） ）
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（2023年度　連結損益計算書に関する注記）

1.　諸手数料及び集金費の主な内訳は次のとおりであります。
支払諸手数料及び集金費� 7,530 百万円
出再保険手数料� 11,283 百万円
差　引� △ 3,753 百万円

2.　１株当たり情報に関する事項
1株当たりの当期純利益の額は 40,297 円 86銭であります。
算定上の基礎である当期純利益の額は 805 百万円、１株当たりの当期純利益の額の算定に用
いた普通株式の期中平均株式数は 20,000 株であります。なお、潜在株式調整後１株当たり当
期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

3.　収益認識に関する注記
記載すべき重要な事項はありません。

4.　金額は、記載単位未満を切り捨てて表示しております。

連結会計年度

科目

2022年度
　　　 　2022年4月1日から
　　　 　2023年3月31日まで

2023年度
　　　 　2023年4月1日から
　　　 　2024年3月31日まで

当 期 純 利 益 502 805

そ の 他 の 包 括 利 益 − −

その他有価証券評価差額金 − −

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 − −

為 替 換 算 調 整 勘 定 − −

退職給付に係る調整額 − −

在外子会社等に係る保険
契約準備金評価差額金 − −

持 分 法 適 用 会 社 に
対 す る 持 分 相 当 額 − −

包 括 利 益 502 805

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 502 805

非支配株主に係る包括利益 − −

（連結包括利益計算書） （単位：百万円）

（ （） ）
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■　連結株主資本等変動計算書
2022年度(2022年4月１日から2023年3月31日まで)

2023年度(2023年4月１日から2024年3月31日まで)

株主資本 その他の包括利益累計額

当期首残高 1,000 228 2,754 ー 3,983 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー 3,983
当期変動額
新株の発行 ー ー ー ー
剰余金の配当 △�212 △�212 △�212
親会社株主に
帰属する
当期純利益

502 502 502

自己株式の処分 ー ー ー
株主資本以外の
項目の当期変動
額(純額)

ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

当期変動額合計 ー ー 290 ー 290 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー 290
当期末残高 1,000 228 3,045 ー 4,273 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー 4,273

株主資本 その他の包括利益累計額

当期首残高 1,000 228 3,045 ー 4,273 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー 4,273
当期変動額
新株の発行 ー ー ー ー
剰余金の配当 △�212 △�212 △�212
親会社株主に
帰属する
当期純利益

805 805 805

自己株式の処分 ー ー ー
株主資本以外の
項目の当期変動
額(純額)

ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

当期変動額合計 ー ー 593 ー 593 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー 593
当期末残高 1,000 228 3,638 ー 4,867 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー 4,867
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（単位：百万円）

（単位：百万円）
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（2023年度　連結株主資本等変動計算書に関する注記）

1.　発行済株式の種類及び総数に関する事項

2.　当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

3.　当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項
　2024年 6月 5日開催の定時株主総会において、次のとおり決議しました。

4.　重要な後発事象等に関する注記
　該当事項ありません。

5.　金額は、記載単位未満を切り捨てて表示しております。

株式の種類 当連結会計年度期首 当期増加株式数 当期減少株式数 当連結会計年度期末
普通株式 20,000株 − − 20,000株

配当の財産の種類 金　銭
配当金の総額 272百万円
配当の原資 利益剰余金
１株当たりの配当額 13,600円
基準日 2024年3月31日
効力発生日 2024年6月 6日

決　議 配当財産の種類 配当金の総額 1株当たり配当額 基準日 効力発生日

2023年6月7日
定時株主総会 金　銭 212百万円 10,600円 2023年3月31日 2023年6月8日
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■　連結キャッシュ・フロー計算書
連結会計年度

科目

2022年度
2022年4月1日から
2023年3月31日まで

2023年度
2023年4月1日から
2024年3月31日まで

営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前当期純利益（△は損失）
減価償却費
減損損失
のれん償却額
支払備金の増減額（△は減少）
責任準備金等の増減額（△は減少）
貸倒引当金の増減額（△は減少）
退職給付に係る負債の増減額（△は減少）
役員退職慰労引当金の増減額（△は減少）
賞与引当金の増減額（△は減少）
価格変動準備金の増減額（△は減少）
金融商品取引責任準備金の増減額（△は減少）
保険業法第112条評価益
利息及び配当金収入
有価証券関係損益（△は益）
支払利息
為替差損益（△は益）
有形固定資産関係損益（△は益）
代理店貸の増減額（△は増加）
代理店借の増減額（△は減少）
再保険貸の増減額（△は増加）
再保険借の増減額（△は減少）
持分法による投資損益（△は益）
特定取引資産の増減額（△は増加）
特定取引負債の増減額（△は減少）
商品有価証券の増減額（△は増加）
その他資産（除く投資活動関連、財務活動関連）の増減額（△は増加）
その他負債（除く投資活動関連、財務活動関連）の増減額（△は減少）
その他

小　計
利息及び配当金の受取額
利息の支払額
その他
法人税等の支払額
営業活動によるキャッシュ・フロー

853
142

－
－
4

298
－
4

18
0

－
－
－

△0
－
－
－
0

11
31

△181
20
－
－
－
－

△74
69
－

1,�200
0

－
－

△367
833

1, 122
84
－
－

△4
△9
－
22
9
2

－
－
－

△0
－
－
－
－
2
8

51
52
－
－
－
－

138
△75

－
1,�406

0
－
－

△378
1,�028

投資活動によるキャッシュ・フロー
預貯金の純増減額（△は増加）
買入金銭債権の取得による支出
買入金銭債権の売却・償還による収入
金銭の信託の増加による支出
金銭の信託の減少による収入
有価証券の取得による支出
有価証券の売却・償還による収入
貸付けによる支出
貸付金の回収による収入
その他

資産運用活動計
（営業活動及び資産運用活動計）

有形固定資産の取得による支出
有形固定資産の売却による収入
連結の範囲の変更を伴う子会社及び子法人等の株式の取得による支出
連結の範囲の変更を伴う子会社及び子法人等の株式の売却による収入
その他
投資活動によるキャッシュ・フロー

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

（　　833）
△ 38

－
－
－

△ 344
△ 382

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

（1,�028）
△ 10

－
－
－

△ 176
△ 186

（ （） ）

（単位：百万円）
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連結会計年度

科目

2022年度
2022年4月1日から
2023年3月31日まで

2023年度
2023年4月1日から
2024年3月31日まで

財務活動によるキャッシュ・フロー
借入れによる収入
借入金の返済による支出
社債の発行による収入
社債の償還による支出
株式の発行による収入
自己株式の取得による支出
配当金の支払額
その他
財務活動によるキャッシュ・フロー

－
－
－
－
－
－

△ 212
－

△ 212

－
－
－
－
－
－

△ 212
－

△ 212
現金及び現金同等物に係る換算差額 − −
現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 239 630
現金及び現金同等物期首残高 5,�604 5,�843
現金及び現金同等物期末残高 5,�843 6,�474

（2023年度　連結キャッシュ・フロー計算書関係注記事項）

1.　資金の範囲
キャッシュ ･フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可
能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得
日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなります。

2.　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預貯金勘定� 6,474 百万円
預入期間が３ヶ月を超える定期預金�� −　百万円
現金及び現金同等物�� 6,474 百万円

3.　金額は、記載単位未満を切り捨てて表示しております。

（ （） ）

（単位：百万円）
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■　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

1.　連結の範囲に関する事項
⑴�　連結子会社の数及び名称

連結子会社の数 ３社
連結子会社の名称 全管協少額短期保険株式会社
 エタニティ少額短期保険株式会社
 ネットライフ火災少額短期保険株式会社

⑵�　非連結子会社
　　該当ありません。
⑶�　議決権の過半数を自己の計算において所有している会社等のうち子会社としなかった会社の
名称等

　該当ありません。
⑷�　支配が一時的であると認められること等から連結の範囲から除かれた子会社の財産または損
益に関する事項

　該当ありません。
⑸�　開示対象特別目的会社
　　該当ありません。

2.　持分法の適用に関する事項
　該当ありません。
3.　連結される子会社及び子法人等の事業年度等に関する事項

連結子会社の期末決算日はいずれも連結決算日（3 月 31 日）と一致しております。
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5. 保険業法に基づく債権

■	①　破産更生債権及びこれらに準ずる債権
該当事項はありません。

■	②　危険債権
該当事項はありません。

■	③　三月以上延滞債権
該当事項はありません。

■	④　貸付条件緩和債権
該当事項はありません。

■	⑤　正常債権
該当事項はありません。

■	⑥　①から④までに掲げるものの合計額
該当事項はありません。

4. セグメント情報

■　事業の種類別セグメント情報
当社及び連結子会社は、損害保険事業以外に開示の対象とすべきセグメントがないため、事業の種
類別セグメント情報の記載を省略しております。
なお、投資事業は損害保険事業の一環として行っており、独立したセグメントではありません。
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6. 当社及びその子会社等に係る保険金等の支払能力の充実の状況
 （連結ソルベンシー・マージン比率）

区　分 2022年度
（2023年3月31日現在）

2023年度
（2024年3月31日現在）

(A)　連結ソルベンシー・マージン総額 5,184 5,791
資本金又は基金等 4,061 4,595
価格変動準備金 − −
危険準備金 − −
異常危険準備金 7 13
一般貸倒引当金 − −
その他有価証券評価差額金・繰延ヘッジ損益（税効果控除前) − −
土地の含み損益 − −
未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の合計額（税効果控除前） − −
保険料積立金等余剰部分 − −
負債性資本調達手段等 − −
少額短期保険業者に係るマージン総額 695 854
控除項目 − −
その他 420 328

(B)　連結リスクの合計額
　√(√(R12+R22)+R3+R4)2+(R5+R6+R7)2+R8+R9

416 423

損害保険契約の一般保険リスク（R1） 0 1
生命保険契約の保険リスク（R2） − −
第三分野保険の保険リスク（R3） − −
少額短期保険業者の保険リスク（R4） 114 125
予定利率リスク（R5） − −
生命保険契約の最低保証リスク（R6） − −
資産運用リスク（R7） 285 279
経営管理リスク（R8） 9 10
損害保険契約の巨大災害リスク（R9） 98 106

(C)　連結ソルベンシー・マージン比率〔(A)/{�(B)×1/2}〕×100 2,488.5％ 2,734.7％

■　連結ソルベンシー・マージン比率について
◦当社は損害保険事業を営むとともに、グループ子会社等において少額短期保険業を営む企業グループでありま

す。

・当グループは、保険事故発生の際の保険金支払に備えて準備金を積み立てておりますが、巨大災害の発生や、
通常の予測を超える危険が発生した場合でも、十分な支払能力を保持しておく必要があります。

・この「通常の予測を超える危険」を示す「連結リスクの合計額」（上表の（B））に対する「当グループが保
有している資本金・準備金等の支払余力」（すなわち連結ソルベンシー・マージン総額：上表の（A））の割
合を示す指標として、保険業法等に基づき計算されたものが、「連結ソルベンシー・マージン比率」（上表の
（C））であります。

・連結ソルベンシー・マージン比率の計算対象となる範囲は、連結財務諸表の取扱いと同一でありますが、保険
業法上の子会社（議決権が50％超の子会社）については重要性にかかわらず、原則として計算対象に含めてお
ります。

・「通常の予測を超える危険」（連結リスクの合計額）とは、次に示す各種の危険の総額であります。

①保険引受上の危険（損害保険契約の一般保険リスク、生命保険契約の保険リスク、第三分野保険の保険リ
スク及び少額短期保険業者の保険リスク）：保険事故の発生率等が通常の予測を超えることにより発生し
得る危険（巨大災害に係る危険を除く）

（単位：百万円）

（注）�上記の金額及び数値は、保険業法施行規則第86条の2（連結ソルベンシー・マージン）及び第88条（連結リスク）並びに平成23年金融庁
　　　告示第23号の規定に基づいて算出しております。
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②予定利率上の危険（予定利率リスク）：実際の運用利回りが保険料算出時に予定した利回りを下回ること
により発生し得る危険

③最低保証上の危険（生命保険契約の最低保証リスク）：変額保険、変額年金保険の保険金等の最低保証に
関する危険

④資産運用上の危険（資産運用リスク）：保有する有価証券等の資産の価格が通常の予測を超えて変動する
ことにより発生し得る危険等

⑤経営管理上の危険（経営管理リスク）：業務の運営上通常の予測を超えて発生し得る危険で上記①〜④及
び⑥以外のもの

⑥巨大災害に係る危険（巨大災害リスク）：通常の予測を超える損害保険契約の巨大災害（関東大震災、伊
勢湾台風相当や外国で発生する巨大災害）により発生し得る危険

・「当グループが保有している資本金・準備金等の支払余力」（連結ソルベンシー・マージン総額）とは、純資
産（剰余金処分額を除く）、諸準備金（価格変動準備金・異常危険準備金等）、土地の含み益の一部等の総額
であります。

・連結ソルベンシー・マージン比率は、行政当局が保険会社を監督する際に、経営の健全性を判断するために活
用する客観的な指標のひとつでありますが、その数値が200％以上であれば「保険金等の支払能力の充実の状
況が適当である」とされております。
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7. 監査法人による監査の状況

当社は、会社法第444条第4項の規定に基づき、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動
計算書及び連結注記表について、「アーク有限責任監査法人」の監査を受けており、監査報告書を受領
しています。



・M・E・M・O・・・・・・・・・・・・・・・・・・・



・M・E・M・O・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
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